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令和元年 6 月 20 日

令和元年度独立行政法人都市再生機構調達等合理化計画

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成 27 年５月 25 日

総務大臣決定）に基づき、独立行政法人都市再生機構は、事務・事業の特性を踏まえ、

ＰＤＣＡサイクルにより、公正性・透明性を確保しつつ、自律的かつ継続的に調達等の

合理化に取り組むため、令和元年度独立行政法人都市再生機構調達等合理化計画を以下

のとおり定める。

１ 調達の現状と要因の分析

(1) 平成 30 年度の契約状況は、表１のようになっており、契約件数は 4,713 件、契

約金額は 6,033 億円であり件数、金額とも大きく増加している（件数は 13.5％の増、

金額は 122.3％の増）。

このうち、競争性のある契約は 4,042 件、5,831 億円（調達全体に占める割合は

件数で 85.8%、金額で 96.7%）、競争性のない随意契約は、671 件、202 億円（調

達全体に占める割合は件数で 14.2%、金額で 3.3%）となっている。

平成 29 年度と比較して、競争性のある契約の割合が件数、金額とも大きく増加

している（件数は 16.8％の増、金額は 125.9％の増）要因は、主に前年度に契約実

績のなかった賃貸団地における小規模修繕工事や再開発施設建設工事の大型案件

を契約したことによるものである。（小規模修繕工事は複数年契約であり、複数年

ごとに調達を行う。）

また、競争性のない随意契約は、平成 29 年度と比較して金額が増加している

（53.0％の増）が、主な要因は事務所の賃貸借契約を締結したことによるものであ

る。上記に記載のとおり、年間の契約件数は 4,000 件を超えており、発注事務手続

きに多大な労力を要していることから、発注事務の効率化が急務となっている。

表１ 平成 30 年度の調達全体像                 （単位：件、億円）

平成 29 年度 平成 30 年度 比較増△減

件数 金額 件数 金額 件数 金額

競争入札等 2,833
(68.2%)

1,817
(67.0%)

3,602
(76.4%)

5,710
(94.6%)

769
(27.1%)

3,893
(214.3%)

企画競争･公

募

629
(15.2%)

764
(28.2%)

440
(9.3%)

121
(2.0%)

▲189
(▲30.0%)

▲643
(▲84.2%)

競争性のある

契約(小計)
3,462

(83.4%)
2,581

(95.1%)
4,042

(85.8%)
5,831

(96.7%)
580

(16.8%)
3,249

(125.9%)
競争性のない

随意契約

689
(16.6%)

132
(4.9%)

671
(14.2%)

202
(3.3%)

▲18
(▲2.6%)

70
(53.0%)

合計 4,151
(100%)

2,714
(100%)

4,713
(100%)

6,033
(100%)

562
(13.5%)

3,319
(122.3%)
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(注 1) 計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合があ

る。

(注 2) 比較増△ 減の（ ）書きは、平成 30 年度の対 29 年度伸率である。

(2) 平成 30 年度の一者応札・応募の状況は、表２のようになっており、契約件数

は 1,101 件、契約金額は 2,721 億円（調達全体に占める割合は件数で 27.2％、金

額で 46.7％）である。

前年度と比較して、一者応札・応募による契約の割合が件数・金額ともに大きく

増加している（件数は 170.0%の増、金額は 182.3%増）が、これは主に前年度に

契約実績のなかった賃貸団地の小規模修繕工事において、発注件数の 85.6％が一者

応札となったことによる。

令和元年度に同種工事の発注は予定していないが、発注全般において下記２(2)
のとおり取組を実施することとする。

表２ 平成 30 年度の一者応札・応募状況             （単位：件、億円）

平成 29 年度 平成 30 年度 比較増△減

２者以上 件数 3,054
(88.2%)

2,941
(72.8%)

▲113
(▲3.7%)

金額 1,618
(62.7%)

3,110
(53.3%)

1,492
(92.2%)

１者 件数 408
(11.8%)

1,101
(27.2%)

693
(170.0%)

金額 964
(37.3%)

2,721
(46.7%)

1,757
(182.3%)

合計 件数 3,462
(100%)

4,042
(100%)

580
(16.8%)

金額 2,581
(100%)

5,831
(100%)

3,249
(125.9%)

(注 1) 計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。

(注 2) 合計欄は、競争契約（一般競争、指名競争、企画競争、公募）を行った計数で

ある。

(注 3) 比較増△減の（ ）書きは、平成 30 年度の対 29 年度伸率である。

２ 重点的に取り組む分野（【 】は評価指標等）

上記 1 の現状分析等を含め総合的な検討を行った結果、下記案件について、それぞ

れの状況に即した調達の改善及び事務処理の効率化に努めることとする。

(1) 発注の効率化に係る取組【当該取組の結果実現された実施量、実施状況等】

競争性の確保を前提としつつ、以下の取組等を実施することで、受発注者双方

の事務負担を軽減し、発注事務の効率化を目指す。また、取組の実施後は、事務

負担がどの程度軽減できたかについて数値的検証を実施するとともに、コスト削

減や落札率等を含め効果検証を行い、次年度以降の発注事務効率化に向けての取
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組を検討する。

① 発注事務手続の効率化

・今後の年間発注件数の増加が見込まれる賃貸住宅保全工事において、効率的に

工事発注を実施するため、複数工事を一括して発注する大括り化に積極的に取

り組む。保全工事でも規模が大きく効率化の効果が高い外壁修繕工事において

は、過年度より大括り化を実施してきたところであるが、令和元年度は、外壁

修繕工事に加え、それ以外の工事についても工種や地域特性に応じ、実施の可

否を判断の上、可能なものについて積極的に大括り化に取組む。これにより、

事業者の申込事務に係る負担が軽減されるとともに、工事発注事務手続の負担

を軽減し、発注事務の効率化を図る。   

・機構支援業務の総合評価方式による発注手続において、同時期に発注する審査

を共通化できる複数案件の技術提案を一括して審査する新たな評価方式を導

入する。令和元年度は、対象案件を精査の上、5 件の一括審査案件の発注（試

行実施）を行う。これにより、事業者の申込事務に係る負担が軽減されるとと

もに、同一の技術提案による評価結果を複数の業務に利用することで、発注事

務手続（技術審査・評価）の効率化を図る。

・技術的工夫の余地が小さく、施工計画に差が生じにくい賃貸住宅保全工事（外

壁修繕等の計画修繕工事）の総合評価方式による発注手続において、施工計画

に係る提案を求めず、企業及び配置予定技術者の実績を重視した新たな評価方

式を導入する。令和元年度は、対象案件を精査の上、5 件の発注（試行実施）

を行う。これにより、施工計画に係る提案資料の作成、審査に係る事業者、発

注者双方の事務手続の負担を軽減し、発注事務手続の効率化を図る。

(2) 調達コストの削減及び競争性の確保等に係る取組【当該取組の結果実現された実

施量、実施状況等】

① 調達コストの削減に資する取組

以下の取組等を実施することで、更なるコスト削減の実現を目指す。また取組

の実施後は検証を行い、更なるコスト削減に向けての取組を検討する。

・平成 23 年度から実施している少額随意契約の範囲内（ただし予定価格 30 万

円未満は事務コストを鑑み非適用とする）におけるオープンカウンター方式を引

き続き実施し、発注手続の透明性を高め、事業者の参加者数を増やすことにより

コスト削減を図る。令和元年度においては、近年の物価上昇傾向により厳しい調

達環境ではあるが、過去のオープンカウンターによるコスト削減率の実績の範囲

を目標とし、予定価格に対するコスト削減率概ね 35％を目指す。

② 競争性の確保等に係る取組

一者応札・応募が２回連続して発生した案件については、競争性の確保に関し

て構造的に課題があるものとして認識することとし、競争参加者を増加させるた
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めの環境改善についてより一層取り組む。

    具体的には、事業者や関係する業界団体へのヒアリングの実施等、市場分析を

行い、一者応札となった原因の検証及び分析を行い、実効的な改善策を検討した

上で、「一者応札・応募等事案フォローアップ票」として整理して、ホームペー

ジにおいて公表する。

さらに、２回連続で一者応札・応募となった案件については、次回の契約手続

に入る際に、各本部等に設置された契約審査会等において、「一者応札・応募等

事案フォローアップ票」を踏まえた上記の改善策が講じられているかどうか等の

検証を行う。また、過年度の契約監視委員会において一者応札・応募の原因分析

を行った結果、応札者の増加に一定の効果があると検証できた改善措置である周

知方法・情報提供の改善・拡大及び資格要件の緩和等の導入や複数年契約の拡大

等案件に応じた改善策の導入を検討する。

なお、数次の改善策を講じたにもかかわらず、連続して同一事業者による一者

応札・応募が継続しているものについては、原因の分析と改善策の検証を踏まえ、

対応策について検討する。

(3)品質等価格以外の要素に留意する取組【当該取組の実施状況】

  公共工事等発注者として、以下の取組等を実施し、社会的責務を着実に果たす。

   さらに、調達に要する事務コストを削減する取組や事業スケジュール遅延を回避

するために入札不調・不落の発生を抑止する取組を推進する。

① いわゆる「担い手三法」（公共工事品質確保促進法、建設業法及び公共工事入

札契約適正化法）に基づき、公共工事の品質確保とその担い手確保を実現するた

め、元請業者が適切な施工体制を確保しているかの確認、市況に応じた予定価格

の適正な設定、ダンピングの防止、及び社会保険未加入建設事業者を契約の相手

方から排除する等の取組を引き続き実施する。

  ② 「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」に基づく、「女性の活躍

推進に向けた公共調達及び補助金の活用に関する取組指針」（平成 28 年３月 22
日すべての女性が輝く社会づくり本部決定）等に対応し、調達の際にワーク・ラ

イフ・バランス等推進企業を評価する取組を推進するため、全ての価格以外の要

素を評価する調達（総合評価落札方式・企画競争方式）において、ワーク・ライ

フ・バランス等推進企業を評価する項目を設定する。

③ 工事調達において、フレックス工期制度（※受注者が工事着工時期を選択でき

る発注方式）や発注時期の平準化等、事業者間の競争を促進する制度の適用を推

進することにより、技術者や職人の不足等による入札不調・不落拡大の発生を抑

止することを目指す。令和元年度においては、他の公共工事発注機関の状況も考

慮しつつ、入札不調・不落率について平成 26 年度から平成 30 年度の平均 14.3％
を下回ることを目指す。
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３ 調達に関するガバナンスの徹底（【 】は評価指標等）

(1) 新たに締結する競争性のない随意契約に関する内部統制の確立【法人内における

検証状況等】

競争性のない随意契約は、現在整理されている真にやむを得ないものについて、

引き続き厳格な適用を行うこととするが、新たに競争性のない随意契約を締結する

必要がある案件については、以下の手順を経る内部統制とする。

① 当該調達部門においては、競争性のない随意契約の必要性、適用条項等につい

て整理し、経理資金部（契約監理）に対して協議を行う。

② 協議を受けた経理資金部においては、競争契約の可能性、競争性のない随意契

約とする理由の妥当性、適用条項の適否や過去との整合性等のほか、競争契約で

調達する場合よりもコスト削減が実現されているか否かや、経営上得られる効果

が大きいか否か等も踏まえたところで総合的に随意契約とすることの可否につ

いて判断を行う。

③ 前記②に加え、各本部等に設置された契約審査会等において、当該者との契約

の必要性及び契約予定金額の妥当性について改めて検証を行う。

  なお、新たな競争性のない随意契約については、事後に監事及び外部有識者に

よって構成する契約監視委員会の場で点検を受ける。

(2) 競争性のない随意契約を継続して締結する場合における内部統制の確立【当該取

組の実施状況】

随意契約によることが真にやむを得ないものとして過去の契約監視委員会で整

理されたものについて競争性のない随意契約を継続して締結する場合には、予定価

格の作成に当たり、市場価格の把握や他者の見積りを活用すること等により、随意

契約によるコスト低減要素を踏まえた積算を行う。

また、各本部等に設置された契約審査会等において、当該者との契約の必要性及

び契約予定金額の妥当性（前記コスト低減要素を踏まえた積算がなされているかど

うか）についての検証を実施する。

(3) 契約手続ミス等不祥事の発生防止及び発生時の対応【当該取組の結果実現された

実施量及び実施状況等】

  契約手続ミス等不祥事の発生を確実に未然に防止するため、また、発生時には速

やかに契約手続きに応じた必要な措置を講じるため、下記の取組を行う。

① 調達に関する規程集、マニュアル等の充実化を図る。

・関連法令、内規等を整理し製本した「契約ハンドブック」を年度末に更新し、

翌年度版を作成する。作成の上は、各本部等の契約担当者に広く頒布する。

・イントラネットを活用した「基本マニュアル」及び「契約手続フロー」を随時
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更新し、利用者の意見や要望も反映しつつ、契約制度に関して疑問、質問が生

じた際の「ポータルサイト」としての活用を推進する。

・契約手続に関して判断を迷った場合に参照する「契約事例集」（前例集）を随

時更新する。

・不祥事が発生した場合には再発防止策等を前記に掲げるマニュアル、事例集等

に反映させる。

② 不祥事等の発生を未然に防止するため、以下の研修を実施する。

研修の実施にあたっては、対象者に応じた以下の研修を実施し、受講者に理解

度テストやアンケート等を行い、理解度を確認すること等の効果測定を実施する。

それにより、理解度が低い事項や判明した課題、受講者からの要望が多かった事

項等について、イントラネット等を活用したフォローアップや次回以降の研修で

の講義内容等に反映させる。

・新規採用職員及び中途採用職員については、対象全職員に対し、機構の契約制

度や発注者綱紀保持に関する基礎的な内容の研修を実施する。

・新たに管理職に登用された者や昇級者については、対象全職員に対し、より専

門的な発注者綱紀保持に関する研修を実施する。

・発注・契約実務を担当している職員に対し、契約手続に関する具体的な事例等

を活用した実務的、実践的研修を実施する。また、公正取引委員会から講師を

招へいし、発注担当部署の管理職を対象とした入札談合等関与行為防止研修を

実施する。これらの研修について、出席率 7割を目標とする。

③ 発注者綱紀保持に関する取組については、不祥事の発生が組織に与える影響を

鑑み、全役職員が定期的に理解を深めることが必要であることから、上記②記載

の研修に加え、ｅラーニングを活用した一問一答により、発注事務に係る情報の

適切な管理、事業者との応接方法の適正化、規程抵触事実が発生した場合の対応

方法、不当な働きかけを受けた場合の対応方法等を規定した「発注者綱紀保持規

程」及び規程を実務に即して解説した「発注者綱紀保持マニュアル」の内容の周

知徹底を図る。

なお、正答率が低かった設問については、再度 eラーニングを実施すること等

のフォローアップを行うことでフォローアップ後の正答率が 75％を上回ること

を目標とする。

④ 工事等の落札結果をモニタリングし、四半期ごとに開催する入札談合等不祥事

を未然防止する目的で設置した工事落札率検証会議において、落札結果に特異な

状況が認められる場合には不正兆候がないかの確認をする。当該状況をイントラ

ネットにより機構全体で情報共有することにより、入札談合等、不正行為の抑制

につなげる。

⑤ 談合疑義案件が発生した場合は、「談合情報等対応マニュアル」に基づき、速

やかに「公正入札調査委員会」を設置し、調査を行うとともに、公正取引委員会
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等への報告を行うこととする。調査の結果、談合の事実が認められた場合は、契

約解除等必要な措置を講じるとともに、当該事実を改めて公正取引委員会等に通

知する。談合疑義案件については、発生の都度、事例として蓄積し、以後の参考

とする。

４ 自己評価の実施

調達等合理化計画の自己評価については、各事業年度に係る業務の実績等に関する

評価の一環として、年度終了後に実施し、自己評価結果を主務大臣に報告し、主務大

臣の評価を受ける。主務大臣による評価結果を踏まえ、その後の調達等合理化計画の

改定・策定等に反映する。

５ 推進体制

(1) 推進体制

本計画に定める各事項を着実に実施するため、経理資金等担当理事を総括責任者

とする調達等合理化検討会を設置し、調達等合理化に取り組む。

総括責任者  経理資金等担当理事

副総括責任者 経営企画部長、経理資金部長、経理資金部次長、その他総括責任

者が必要に応じて指定する本社部長等

メンバー   経理資金部契約監理課長・本社調達担当部門課長等

本計画の策定及び自己評価に当たっては、全役員によって構成される理事会に付

議することで意思決定を行うものとし、必要に応じて状況報告を行うこととする。

(2) 契約監視委員会による点検

監事及び外部有識者によって構成する契約監視委員会は、当計画の策定及び自己

評価の際の点検を行うとともに、これに関連して、競争性のない随意契約の新規提

案、２回連続一者応札・応募案件、一定の関係を有する法人の一者応札・応募案件

及び公益法人に対する支出に該当する個々の契約案件の事後点検を行い、その審議

概要を公表する。

６ その他

調達等合理化計画及び自己評価結果等については、ホームページにて公表する。

なお、計画の進捗状況を踏まえ、新たな取組の追加等があった場合には、調達等合

理化計画の改定を行う。

また、契約相手方、契約金額、落札率、契約方式、随意契約によることとした理由

等の契約締結結果情報を、ホームページで毎月公表する。        

以 上


